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 〈Summary〉
This paper discusses the developments which led the Japanese government to revise 

several laws concerning the tourism industry during 2018. In this year three laws were 

amended: the Guide-Interpreter Business Law, the Travel Agency Law and the Hotel Business 

Act; and one new law was made and put into effect: the Private Lodging Business Act. These 

changes seem to be the result of the increasing number of inbound tourists in Japan and the 

development of the infrastructure in communication technology and the distribution system of 

information. This paper will show the process and the factors which led to these changes in 

legislation related to the tourism industry in Japan.

1．はじめに

本稿は，観光事業にかかわる法について，2018年に制定または改正法が施行された部分につ

き，その背景を考察し，法案成立にいたる過程について検証する。取り上げる法律は，通訳案内

士法（昭和二十四年法律第二百十号），旅行業法（昭和二十七年法律第二百三十九号），旅館業法

（昭和二十三年法律第百三十八号），及び新たに制定された住宅宿泊事業法（平成二十九年法律第

六十五号）である。

これらの法律を取り上げるのは，2015年の訪日外国人旅行者数は，過去最高であった 2014年

の 1,341万人をさらに上回り，1,974万人（対前年比 47.1％増） 1） となり，その後も，過去最高を

更新した続け，2018年は，3,119万人 2） となったものの，我が国の宿泊業，旅行業などの観光産

業は，インバウンド市場の急速な拡大や国内外の旅行者のニーズの多様化などに必ずしも応えら

れていない面があるとの指摘がなされ 3），その対応として，観光庁は，平成 28年度に講じようと

する施策に，観光関係の規制・制度の総合的な見直しを挙げ，その対象として，通訳案内士，ラ

ンドオペレーター，宿泊業，旅行業の規制・制度の見直しを示している 4） ためである。そして，

これらの法律の成立過程を検証することで，観光産業にかかる政策の決定要素を明らかにするこ

とが本稿の目的である。
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2．対象法改正点の概要

1）通訳案内士法

改正通訳案内士法は，2017年 8月 18日公布され，2018年 1月 4日に施行された。

今回の最大の改正点は，旧第 36条で「通訳案内士でない者は，報酬を得て，通訳案内を業と

して行つてはならない」と規定されていた通訳案内士でない者の業務の制限の削除で，これによ

り，通訳案内士法による通訳案内士の資格を有する者のみが，通訳案内を業として行うことがで

きるという業務独占が廃止された。一方，通訳案内士の名称を通訳案内士のみが用いることがで

きることを定めた，旧第 37条における名称の使用制限の規定は残され（第 52条・第 60条）名

称独占は維持された。

そして，これまでの通訳案内士は，全国通訳案内士とされ（第 3条），報酬を得て，通訳案内

を業として行う（第 2条第 1項）資格となった。加えて，地域通訳案内士業務区域として定めら

れた区域内で，報酬を得て，通訳案内を業として行う（第 2条第 2項）資格として，新たに「地

域通訳案内士」が創設（第 3章）された。

また，全国通訳案内士試験の筆記試験に「通訳案内の実務」が加えられ（第 6条），全国通訳

案内士は，一定の期間ごとに，通訳案内研修を受ける義務が課された（第 30条）。

2）旅行業法

改正旅行業法は，前述の通訳案内士法と同じく，2017年 8月 18日公布され，2018年 1月 4日

に施行された。

今回の旅行業法の主要な改正点は次の 2点である。

まず，旅行サービス手配業の登録制度が創設された。「旅行サービス手配業」とは，報酬を得

て，旅行業者（外国の旅行業を含む）のため，旅行者に対する運送等サービス又は運送等関連

サービスの提供について，これらのサービスを提供する者との間で，代理して契約を締結し，媒

介をし，又は取次ぎをする行為を行う事業である（第 2条第 6項）。ただし，日本国外の当該

サービスについての同行為などは除かれる（施行規則（以下規）第 1条）。旅行サービス手配業

に関しては，第 2章に第 2節として，旅行サービス手配業が加えられ，旅行サービス手配業務取

扱管理者の選任（第 28条）や旅行サービス手配業務に関し取引をする者と旅行サービス手配業

務に関し契約を締結したときに書面を交付する義務（第 30条）などが定められる。

次に，地域限定旅行業務取扱管理者の創設である。旅行業務取扱管理者試験の種類に，地域限

定旅行業務管理者試験が追加された（第 11条の 3第 2項）。また，旅行業者等は，営業所に，1

人以上旅行業務取扱管理者を選任しなければならない（第 11条の 2第 1項）が，地域限定旅行

業で一定の場合には複数の営業所で 1人の選任で認められることとした（第 11条の 2第 5項，

規第 10条の 2，規第 10条の 3）。

このほか，取引条件の説明や書面の交付の際の記載事項に通訳案内士の同行の有無を加える
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（第 12条の 4第 2項，第 12条の 5第 1項）などの改正がなされた。

3）旅館業法

改正旅館業法は，2017年 12月 15日公布された。施行は，後述する新法である住宅宿泊事業

法の施行日と同じ 2018年 6月 15日である。

改正点は，これまで営業種別が，「ホテル営業」と「旅館営業」と区分されていたのが，「旅

館・ホテル営業」に統合された（第 2条第 2項）。また，旅館業の欠格要件に暴力団排除規定等

が追加された（第 2条）。この法律の規定に違反して旅館業が営まれている（無許可営業）施設

に対し，都道府県知事による報告徴収及び立入検査等の権限が設定された（第 7条第 2項）。そ

して，罰金の上限額が引き上げられた（第 10条・第 11条）（無許可営業者は 3万円から 100万

円）。

また，旅館業法施行令では，「ホテル営業」と「旅館営業」の統合により，第 1条が大幅に変

更された。およその改正点は以下のとおりである。最低客室数（ホテル 10室，旅館 5室）の廃

止，洋室の構造設備の要件の廃止，1客室の最低床面積の緩和（第 1項第 1号），玄関帳場等の

基準の緩和（第 1項第 2号）。

4）住宅宿泊事業法

住宅宿泊事業法は，近年増加している，いわゆる民泊に対応するために，2017年 6月 16日に

公布，2018年 6月 15日に施行された新しい法律である。

79条からなる法律であるが，およその構成は以下のとおりである。

第 1章の総則では，定義を定めその中で「住宅宿泊事業」とは，旅館業法に規定する営業者以

外の者が宿泊料を受けて住宅に人を宿泊させる事業であって，人を宿泊させる日数が 1年間で

180日以内のものであるとしている（第 2条第 3号）。

つづいて，第 2章では，住宅宿泊事業について定める。ここでは，住宅宿泊事業を営もうとす

る者は，都道府県知事に届出なければならないとしている（第 3条）。なお，宿泊者名簿の備付

け等の義務はあるが（第 8条），旅館業法では定められている宿泊契約締結拒否の制限について

の規定は設けられていない。そして，第 18条では，都道府県は，条例により区域を定めて，住

宅宿泊事業を実施する期間を制限することができるとしている。

第 3章では，住宅宿泊管理業について定める。住宅宿泊事業者は，届出住宅に人を宿泊させる

間，不在となる場合などは，住宅宿泊管理業務を自ら行うか委託しなければならないとしている

（第 11条）が，住宅宿泊管理業は，国土交通大臣の登録を受けなければならないとしている（第

22条）。したがって，届出住宅に家主が居住する家主居住型民泊では，住宅宿泊管理業務は原則

必要ないが，家主が不在の，家主不在型民泊では，登録が求められる住宅宿泊管理業務が必要と

されることとなる。

そして，第 4章では，住宅宿泊仲介業が規定される。「住宅宿泊仲介業務」とは，宿泊者のた
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め，届出住宅につき代理して契約を締結し，媒介をし，又は取次ぎをする行為，住宅宿泊事業者

のため，宿泊者に対し代理して契約を締結し，又は媒介をする行為で（第 2条第 8号），これら

の行為を旅行業者以外の者が，報酬を得て行う事業と定義し（第 2条第 9号），観光庁長官の登

録を必要としている（第 46条）。なお，この対象は，外国において住宅宿泊仲介業を営む者も想

定している（第 61条）。

3．各法の議論過程

1）通訳案内士法

通訳案内士法は，1949年通訳案内業法として制定された。そもそも，通訳案内業は，1907年

内務省令案内業者取締規則により規制が始まり，1941年，国家総動員法に基づき制定された企

業許可令並びに同企業許可令の施行細則により，内務省に加え鉄道省の規制という形で規制を受

けることになった。これらは，日本国憲法施行に伴い 1947年末に失効したため，通訳案内業法

が制定されることとなった 5）。

その後，幾度かの改正があるが，大きな改正としては，題名及び目的を改正した 2005年の改

正を上げることができる。この改正は，「観光立国の実現に向けて，外国人観光旅客に対する我

が国の観光地としての魅力を総合的に高めていくため，通訳案内業に係る規制の緩和を通じた外

国人観光旅客の接遇の一層の向上を図るとともに，各地域の市町村と民間組織が創意工夫を生か

して行う魅力ある観光地の整備を促進する等外国人観光旅客の来訪促進のための措置を講ずる」

ためのもので，題名及び目的を改正したほか，参入規制を緩和するとともに業務の適正の確保を

図られた。また，外国人観光旅客の来訪地域の多様化の促進による国際観光の振興に関する法律

により，都道府県の区域内でのみ活動することのできる地域限定通訳案内士の資格を認め，通訳

案内士法の特例を定めている 6）7）。

しかし，今回の改正前の通訳案内士法では，「通訳案内士でない者は，報酬を得て，通訳案内

を業として行つてはならない。」（旧第 36条）と規定しているが，無報酬の善意通訳や「旅行に

関する案内」をするものでない場合は通訳案内士の登録をする必要はなく，通訳サービスが付随

的サービスとして提供される場合には，適法と認識される可能性も大きくなっていることや訪日

ツアーの外国の添乗員が資格を有しないまま通訳ガイドサービスを提供しているケースが社会問

題化している 8） 指摘もなされていた。

そうした中，観光庁では，2008年，増加する訪日外国人旅行者に対してどういう形で通訳ガ

イドサービスを提供するのかということを課題に通訳案内士のあり方に関する懇談会を設置し，

そのヒアリング結果をもとにして「通訳案内士のあり方に関する検討会」を立ち上げ議論を行う

こととした 9）。

そして，関係者及び専門家で構成する通訳案内士のあり方に関する検討会は，2009年に，業

務独占を前提とした現行の通訳案内士制度そのものの妥当性も含め，制度の抜本的な見直しも視

野に入れた検討を行うため設置された 10）。

24 2018年に施行された観光事業にかかわる法制改正の背景の考察 



検討会は，2009年から 2011年にかけて 9回実施され，その最終報告書では，新しい通訳案内

士制度のイメージとして，通訳案内士と通訳案内士以外のガイドが連携することによって，あら

ゆる外国人旅行者のガイド需要に対して良質なガイドサービスを提供できるような制度を早急に

構築する必要がある，としたうえで，具体的な制度のイメージとして，全国区域に対応する通訳

案内士と通訳案内士以外のガイドにより多様な外国人旅行者ニーズにより的確かつ柔軟に応えら

れるようにすることで，その資質管理を行ったうえで，ガイド業務を認めることが適当でとして

いる。

具体的には，総合特区制度を活用した通訳案内士制度の改革を図ることを方向性としているが，

総合特区法を活用した通訳案内士制度の特例については，地域を限ったものであるため，全国的

な制度のあり方については，総合特区法の運用状況を確認しながら，通訳案内士試験のあり方，

現行法で認められた案内士以外の者に対する資格付与の要否等につき引き続き検討を行っていく

べきであるとしている 11）。

さて，今回の改正の方向性を大きく示したのが，2014年に第 1回検討会が開催された，通訳

案内士制度のあり方に関する検討会である。この検討会は，訪日外国人旅行者数の増加及びニー

ズの多様化に的確に対応できるよう，中長期的な視野から，新たな通訳案内士制度を構築するた

めの具体的な方策について検討を行う 12），としている。

この検討会では，当初，現行の全国ガイド制度に加え，地域の実情に応じ，地域に根ざしたき

め細かな案内ができるよう，「地域ガイド制度」を全国的に導入すべきではないか，との意見が

出され 13），通訳案内士制度のあり方については，旅行業やツアーオペレーター等の制度設計を踏

まえ，より実効的なものとすべく，引き続き検討する 14） と業務独占存続のうえ現行制度を改良

する方向で検討がされていたと考えられる。

しかし，第 12回通訳案内士制度のあり方に関する検討会では，規制改革会議の検討状況につ

いて，通訳案内士については，マッチングサイトを通じた口コミ情報などにより，質の悪いサー

ビスは市場から淘汰されるので，国家資格による一定の品質確保に対するニーズに対応するには，

名称独占で対応可能との規制改革会議側の提案者の意見が示された。これに対し観光庁は，業務

独占については，ぼったくり問題，低品質な旅行に関する苦情や地域ガイドの着実な実施に取り

組むべきとの声があることを示した。しかし，規制改革会議の岡議長は業務独占を廃止するしか

ないと考えており，観光庁においてもその方向で検討してもらいたい，ととりまとめている 15）。

その結果，第 14回検討会では，「規制改革に関する第 4次答申（平成 28年 5月 19日）」とし

て，「訪日外国人旅行者の増加とニーズの多様化に対応するため，通訳案内士の業務独占規制を

廃止し，名称独占のみ存続することとする。その際，業務独占規制の廃止に伴い団体旅行の質が

低下することのないよう，訪日旅行商品の企画・手配を行っているランドオペレーター等の業務

の適正化を図る制度を導入する」ことが示された。あわせて，2016年 6月 2日閣議決定された

同内容の「規制改革実施計画」も示されている 16）。

そして，検討会の最終取りまとめでは，通訳案内士の業務独占を廃止し，名称独占のみ存続す
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ることで，通訳案内士以外の主体も参画して，多様なニーズに臨機応変かつ的確に対応できるよ

うにすること，通訳案内士の名称を「全国通訳案内士」とし，差別化を図ること，試験科目に

「通訳案内の実務に関する項目」を追加すること，定期的な研修を義務付けること，地域限定通

訳案内士制度等の既存の特例については，通訳案内士法の中ですべて一本化し，その名称を「地

域通訳案内士」とすることなどを示している。

このなかで，業務独占規制廃止後の非有資格者対策については，中間とりまとめで通訳案内士

やホテル，バス等を手配するランドオペレーターに対し，より適切な指導・監督ができる制度を

導入することが示されたことを受けて，「旅行サービス手配業（仮称）」として登録が義務付けさ

れるようにすべきである，としている。あわせて，有資格者と無資格者との差を明示した上で，

旅行業者等と通訳案内を行う者とのマッチングがなされるような情報提供サービスが実現される

よう，関係者間での取組を進めていくことも求めている 17）。

その後，改正通訳案内士法が公布されたのち，2017年に，研修制度や通訳案内士試験の内容

など，見直し後の制度全般の検討を行うため，新たな通訳案内士制度のあり方に関する検討会が

設置され，政省令制定・改正作業，通達・ガイドライン制定作業，全国通訳案内士研修，全国通

訳案内士試験，地域通訳案内士育成等基本方針の策定等の検討を行った 18）。

2）旅行業法

旅行業法の前身である旅行あつ旋業法は，1952年に，悪質な旅行あっ旋業者を排除し，健全

な事業者を育成して，外国人および日本人の旅客の接遇の向上に資するため 19） に，成立した。

その後，幾度かの改正が行われているが，1971年改正は，旅行あつ旋業法から旅行業法への改

題をはじめとする大規模な改正であった。この改正では，取引法的・助成法的な性格を盛り込み，

新たな行政体系を構築した 20）。

近年の大きな改正は，2004年の改正といえ，旅行業がより社会的な存在意義をもつには，ど

のような付加価値が求められるか，の視点で改正された。この改正は，既存の旅行業者が自らの

優位性の向上を図ろうとした力が作用したと考えられ，旅行業者の提供するサービスの内の旅行

内容に対する企画力やコンサルティング能力にも焦点があたっている 21）。

その後，旅行業法施行規則の改正により，2007年に第 3種旅行業者においても，一定条件下

で募集型企画旅行を実施できるようになったり，2013年地域限定旅行業が創設されたりしたが，

ここまでの議論では，とりわけて訪日外国人旅行者の対応への視点はみられなかった。

観光庁は，2004年改正後に発足したものであるが，観光産業の強化に向け，これを実現する

ための具体的な方策について検討すべく 22） 2012年に観光産業政策検討会を設置した。この検討

会の「提言」の主な内容のうち旅行業にかかわるものとして，ツアーオペレーター認証制度の導

入・充実，旅行産業のあり方・現行諸制度の見直し，ニューツーリズム等の需要創出，顧客対応

の高度化，他産業への参入，他企業との連携・事業統合，インバウンド及びMICE（Meeting, 

Incentive, Conference/Convention, Exhibition/Event）への取組み強化，三国間観光も含む積極的
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な海外展開，組織的な安全マネジメントの構築，IT時代の消費者保護などがある 23）。そして，

「観光産業政策検討会提言」を受け，今後の旅行産業のあり方，現行諸制度の見直しの方向性等

について検討を行うため，「旅行産業研究会」を開催した 24）。

旅行産業研究会の「報告書」での主なポイントとしては，インターネット取引の増加や海外

OTA（Online Travel Agent）の台頭への対応，旅行業に係る安全マネジメント制度の導入，着地

型旅行の普及に向けた商品造成の促進・販売経路の拡大，標準旅行業約款制度の見直しを示して

いる 25）。そのほか，現行旅行業制度の範囲外の論点として，ここでは，インバウンドを取り扱う

ランドオペレーターへの対応，新しい CtoC（Consumer to Consumer）サービスの萌芽への検討

も上げている 26）。

そして，2016年には，3月に策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」 27） において「観

光産業を革新し，国際競争力を高め，我が国の基幹産業に位置づける」こととされ，これに関連

する施策として「観光関係の規制・制度の総合的な見直し」が位置づけられたことを受けて，

「新たな時代の旅行業法制に関する検討会」を設置して，旅行業法のあり方とランドオペレー

ターのあり方についての 2つの課題に対応することとしている 28）。この検討会の中間とりまとめ

では，増加する訪日外国人旅行者の受入環境の整備，旅行の安全・取引の公正確保としてのラン

ドオペレーターに係る制度の創設を示している 29）。

3）旅館業法・住宅宿泊事業法

住宅宿泊事業法は，自宅の一部や別荘，マンションの空き室などを活用して宿泊サービスを提

供するいわゆる「民泊サービス」 30） が急増し社会問題化しているため，2015年から 2016年にか

けて，厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部長及び観光庁審議官が，「民泊サービ

ス」のあり方に関する検討会を開催し，民泊問題に対する検討が行なわれた後に制定された。民

泊問題は，旅館業法にかかわる問題を含むため，同検討会では，現行の宿泊事業を規制する法律

である旅館業法についての問題点も抽出され，あわせて，旅館業全体の制度についての課題も言

及された 31）。住宅宿泊事業法は，この議論ののち制定されたものであるため，この時点では，民

泊を旅館業法の中に組み込む可能性もあった。

第 1回の検討会では，民泊につき，基本的な視点として，衛生管理面，テロ等悪用防止の観点

から，宿泊者の把握を含む管理機能が確保され，安全性が確保されること，地域住民とのトラブ

ル防止，宿泊者とのトラブル防止に留意すべきこと，観光立国を推進するため，急増する訪日外

国人観光客の宿泊需要や，空きキャパシティの有効活用等地域活性化などの要請に応えることが

挙げられ，想定される主な論点として，民泊の必要性，旅館業法との関係（位置付け，構造設備

基準との関係），建築基準法における用途地域規制との関係，建築基準法，消防法における構造

設備基準との関係，旅行業法との関係，仲介事業者の位置付け・役割等が示された。そして，検

討に際して留意すべき点として，旅館・ホテルとの競争条件，地域ごとの宿泊需給の状況，規制

内容や方法に対応した自治体の体制，課税の適正化を挙げている 32）。
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こうして，民泊並びに旅館業法制についての議論が始まったが，議論を重ねるにつれ，既存の

旅館業法のスキームにその限界が顕れてくる。

そもそも，旅館業法は，1948年，戦前，警察命令に基づき各都道府県で実施していた旅館業

に対する取締を，公衆衛生の見地からのみ取締を目的とする法律として規定された 33）。そして，

1957年，翌年の売春防止法の全面施行に備え，公衆衛生の見地からのみではなく，風紀取締の

見地からも規制する改正がされた 34）。その後，1996年に旅館業の発展の観点も加えられたが，根

本的な部分では制定後改正がなされていない消極的な取締法規である 35）。

旅館業法では，旅館業を，ホテル営業，旅館営業，簡易宿所営業及び下宿営業に区分していた

が，ホテル営業は洋式の構造設備を持つものとし，旅館営業は和式の構造設備を持つものとして

いた。そして，それぞれに政令で最低客室数を定めていた。また，玄関帳場（フロント）設置義

務を課し，宿泊契約締結の拒否の制限を規定することで原則宿泊客を拒むことを認めていない。

これらの規定は，旅館業法が成立した時代には想定できない昨今の宿泊環境の変化には対応でき

ないものとなっている。そもそも，和式と洋式を区分し構造設備に差を設けることや一棟貸しの

宿泊施設の成立を阻害する最低客室数の設定に今日では，意義が認められない。簡易宿所営業に

おいては，最低客室数は定められていなかったが，構造設備基準として，客室の延床面積が 33

平方メートル以上であることとされていたため，1室だけを宿泊に提供する営業はできないこと

になる。また，宿泊契約締結の拒否の制限は，インターネットにより CtoC（Consumer to 

Consumer）がなされ相互の信頼により宿泊の合意に至る前提の民泊にはなじまないところがあ

る。そのほか，下宿営業と貸室業の違いなど法文を読んだだけでは十分解釈しきれないところが

あり，これらは，通知や指導での運用されてきている。

このように民泊の議論の中で，旅館業法の時代遅れ，意味のない規定を見出すことができ，旅

館業法施行令における簡易宿所営業の延床面積については，宿泊者の数が 10人未満の場合には，

3.3平方メートルに宿泊者の数を乗じた面積とすることを住宅宿泊事業法，旅館業法改正法の公

布に先立ち 2016年 4月 1日から施行している。

さて，前述の「明日の日本を支える観光ビジョン」では，民泊サービスへの対応として，自宅

等を活用した民泊サービスについて，懸念される課題（治安，衛生，近隣トラブル等）に適切に

対応しつつ，多様な民泊サービスの健全な普及が図られるよう，「民泊サービスのあり方に関す

る検討会」において，ルールづくりに向けて検討（本年（注 2016年）6月中を目途に最終とり

まとめ）し，必要な法整備に取り組む 36） ことを示している。これは，第 8回の検討会でも示さ

れている 37）。そして，第 11回検討会では，「規制改革に関する第 4次答申（平成 28年 5月 19

日）」における民泊サービスにおける規制改革として，およそ，次のような事項が示された。

・ 民泊サービスは，ITを活用したシェアリングエコノミーの一分野であるが，シェアリン

グエコノミーについては，経済効果や国民の利便性向上といった観点から，これを推進し

ていくことが必要である。
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・ 適切な規制の下でニーズに応えた民泊サービスが推進できるよう，…（中略）…早急に法

整備に取り組む。この新たな枠組みで提供されるものは住宅を活用した宿泊サービスであ

り，ホテル・旅館を対象とする既存の旅館業法とは別の法制度とする。

・ 「届出」及び「登録」の手続はインターネットの活用を基本とし，マイナンバーや法人番

号を活用することにより住民票等の添付を不要とすることを検討するなど，関係者の利便

性に十分配慮する。

・ 既存のホテル・旅館に対する規制の見直しについても，民泊に対する規制の内容・程度と

の均衡も踏まえ，早急に検討する 38）。

そうして，第 12回検討会で，民泊サービスの制度設計についての案が示され，制度目的を民

泊の健全な普及，多様化する宿泊ニーズや逼迫する宿泊需給への対応，空き家の有効活用等とし

た上で，制度枠組みの基本的な考え方を「家主居住型」と「家主不在型」に区別した上で，住宅

提供者，管理者，仲介事業者に対する適切な規制を課し，行政が，住宅を提供して実施する民泊

を把握できる仕組みを構築し，住宅を活用した宿泊サービスは，ホテル・旅館を対象とする既存

の旅館業法とは別の法制度として整備するものとしている。さらに，既存の旅館，ホテルと異な

る取扱いとすることについて，合理性のある「一定の要件」を設定して，この「一定の要件」を

超えた営業行為は旅館業法の許可対象とすることも示している。また，宿泊拒否制限規定の見直

しなど既存の旅館・ホテルも含めた規制の見直しも述べている 39）。

なお，この検討会の最終報告書 40） は，以上の趣旨に準じた内容で取りまとめられた。

4．法案成立における意思形成

1）観光産業を取り巻く環境

社会の「望ましくない状態」が「政策問題」として認識・定義されると，次の段階が政策問題

の解決案（政策案）の設計である。社会状況の分析結果をもとに，多様な政策手段が組み合わさ

れて解決策が設計される。そして，担当府省で政策案と関連する法案が準備され，国会で決定さ

れる。決定された政策は行政機関を中心に実施され，政策がもたらした効果が評価される 41）。

本稿は，2018年に施行された改正法あるいは制定された観光事業にかかわる法制について検

討しているが，その対象となる観光産業，すなわち，通訳案内，旅行業，宿泊業について「望ま

しくない状態」があり，問題として認識されたため解決策が設計されるにあたり，各法が，いか

なる経緯を経て決定に至ったのかを明らかにしようとしている。

ここでは，各法の設計を検討する前に，まず，「望ましくない状態」が生じる前提となる，対

象観光産業に共通する近年の環境変化について整理しておく。

第一は，訪日外国人旅行者の急激な増加である。2009年に開催された観光立国推進戦略会議

において中長期的な戦略として 2020年に 2000万人を目標とすべき 42） とされたが，この目標は，

2016年に達成され，2016年，明日の日本を支える観光ビジョン構想会議は，2020年の目標に
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4000万人 43） を新たに示している。このことは，当初の想定より，速いスピードで観光を取り巻

く環境が変化していることを表しており，その変化をフォローできない状態においては，「望ま

しくない状態」が生じる下地になると考えられる。

そして，情報通信技術の進展である。これは，情報収集のあり方や情報発信，決済方法を含め

従来の流通形態に変化をもたらす要因になる。情報通信技術の進展が可能にした，SNS（Social 

Networking Service）や CtoC（Consumer to Consumer）取引の普及は，観光産業に影響を与え

るものとみられる。LCC（Low Cost Carrier）は，こうした状況において近年成長したと考えら

れる。

さて，前章でみたように，旅行業法の改正は，通訳案内士法改正と連動して議論されている。

また，旅館業法の改正は，民泊にかかるルール作りをする過程で議論された。したがって，以下

では，旅館業法と住宅宿泊事業法のみならず，旅行業法と通訳案内士法もあわせて論じる。

なお，これらの法案成立における意思形成においてその過程を顧みると，根幹の部分，すなわ

ち，通訳案内士においては業務独占を廃すること，民泊においては推進していくことが規制改革

会議より示され，それ以降この前提で議論が進められた。安倍首相は 2015年の施政方針演説で

「成長戦略の実行。大胆な規制改革」 44） を弁じている。これを受けた規制改革会議においては，

この前提は自然な成り行きといえるが，この部分の政策決定は，統治するエリートの価値や選好

が反映されたものと考えられる 45）。政策案は，通常，担当者の部局を中心に準備が進められる。

しかし，政権にとって重要な問題である場合，内閣官房・内閣府の各種会議においても議論が進

められる。とりわけ近年では，いわゆる「官邸主導」としての傾向が強まっている 46） がその例

の現れともいえよう。

2）通訳案内士法・旅行業法

改正に至るまでの通訳案内士における「望ましくない状態」については，真子和也は 2011年

の「通訳案内士のあり方に関する検討会最終報告書」 47） を出発点に，通訳案内士は大都市に集中

しており地域的・言語的に偏在し，専業就業者の割合は約 1割であり，無資格ガイドがガイド行

為を行っており，これに対する取締りは不十分であるほか，試験が難関であること，地域限定通

訳案内士，特例通訳案内士（特例ガイド），ボランティアガイドなどガイド資格の多様化してい

ることを 2016年時点での主な論点として整理している 48）。

しかし，「望ましくない状態」であっても，気づかなければ，もしくは，それを「望ましくな

い」と認識しなければ問題とはならない。さらに，それらの中で当該問題が深刻かつ重要な問題

であると認識されなければ，解決策の検討が後回しにされる可能性が高くなる 49）。

通訳案内士についていえば，2005年の改正では，その概要で，国家試験の実施基準や一部免

除 50） を定め，参入規制の緩和を図ることや地域限定通訳案内士の資格を認める通訳案内士法の

特例については示されていたが，業務の適正の確保は示すものの無資格ガイドについては特に

フォーカスされていなかった 51）。つまり，無資格ガイドの問題は，2005年時点では十分に「望ま
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しくない」問題と認識されていなかったといえ，その後の急激な訪日外国人旅行者の増加がこの

認識を高めていったといえる。

2015年 3月の第 7回通訳案内士制度のあり方に関する検討会では，検討会の委員の意見が整

理され，通訳案内士団体の意見として，「現在は業務独占であるが，…（中略）…，制度として

形骸化。国による無資格ガイドの徹底的な取締りが求められる」「優秀な通訳案内士は，日本の

文化力であり，これを担保する通訳案内士制度は，国家資格として維持・存続させるべき」と示

している 52）。前章で述べたように，2016年 2月に開催された第 12回の検討会では，規制改革会

議による業務独占を廃止する方向性が示されたが，2016年 3月に開催された第 13回検討会では，

前回の検討会の意見がまとめられ，通訳案内士団体からの意見として，「業務独占が外れた場合

においても，旅行会社が依頼する場合は，必ず通訳案内士でなくてはいけない」，「韓国が，1999

年に規制緩和を行った後，10年経って，資格制度を再び見直した」 53） などを示している。そして，

2016年 6月に開催された第 14回検討会で全国通訳案内士団体は，業務独占の廃止を前提とした

うえで，「国家資格の通訳案内士と無資格者との差別化を図る」「悪質なガイドや業者に対する対

策を強化する」「通訳案内士の質の担保への更なる施策を実施する」「試験制度の継続と改善」と

の要望を示している 54）。一方，地方公共団体は，「（通訳案内を）資格取得者に業務を限定するこ

とは，限界があるのではないか」 55） など，旅行会社は，「仮に業務独占を廃止したとしても運用

的には限りなく今の資格制度に近づく」 56） などとの意見を示している。

以上をみると，通訳案内士団体側は業務独占の維持を求めているものの，業務独占の廃止が既

定路線になると資格制度の維持，有資格者の存在意義の強化を目指した主張に変化させているこ

とがわかる。一方，その他の関係者は，業務独占の維持に，消極的，あるいは，こだわらない姿

勢であることがうかがえる。

そして，最終的に業務独占は廃され，資格制度が存続した結果は，公共政策は諸利益集団の相

対的影響力によって均衡点が決定され，均衡点としての政策は相対的影響力の増大した集団の望

む方向に移動し，相対的影響力の減少した集団からは離れていくもので，諸集団の影響力の消長

に従ってそれを反映するように変化するものである 57），ことを物語っている。

一方，旅行業法の改正における主要な改正点のひとつは，旅行サービス手配業の登録制度の創

設である。これについては，2016年の規制改革実施計画で「業務独占規制の廃止に伴い団体旅

行の質が低下することのないよう，訪日旅行商品の企画・手配を行っているランドオペレーター

等の業務の適正化を図る制度を導入する」 58） ことが示され，通訳案内士制度のあり方に関する検

討会の中間とりまとめ，最終とりまとめにおいても，業務独占規制廃止後の非有資格者対策とし

て，ランドオペレーターの登録制を言及している 59）。また，旅行産業研究会の「報告書」におい

て，インバウンドを取り扱うランドオペレーターへの対応の必要性を認め 60），さらに，新たな時

代の旅行業法制に関する検討会の中間とりまとめでは，より踏み込んで，旅行の安全・取引の公

正確保のためランドオペレーターに対する政府の規制の必要性を示している 61）。

また，2つ目の改正点である地域限定旅行業務取扱管理者の創設は，観光庁が促進する着地型

312018年に施行された観光事業にかかわる法制改正の背景の考察 



旅行の普及，観光地域づくりの中心となる組織・機能の確立 62），旅行産業研究会の「報告書」で

示された，着地型旅行の普及に向けた商品造成の促進・販売経路の拡大 63），新たな時代の旅行業

法制に関する検討会中間とりまとめで示された，様々な旅行者のニーズに対応できる旅行商品造

成の環境整備に向けた検討 64），そして，規制改革実施計画での，地方における規制改革 65） に適う

ものである。

したがって，今回の旅行業法改正については，関係者間のコンフリクトは，浮き出てこなかっ

たものとみられる。

3）住宅宿泊事業法・旅館業法

民泊問題の「望ましくない状態」は，民泊が，宿泊にかかる法制度を越えて実態が先行し，そ

の実態に対し取り締まり切れない，把握しきれない実情があったことである。

そもそも，民泊の価値は，本来，事業者でない空き室を有するホストと消費者である旅行者・

ゲストがマッチングした空室を利用することで双方に利益が生じるところにある。これは，イン

ターネットの発達により，事業者でないホストとゲストとの間に，仲介事業者のマッチングサイ

トが出現し，C to Cビジネスが生まれることで，容易になった。また，宿泊料を受けて，人を宿

泊させる営業は，旅館業になり，許可を受けなければならないが，旅館業に該当する民泊を始め

るためには，さまざまな要件を満たさなければならない。そのため民泊は，既存の法制に適合で

きない部分が多く，一方，当該サービスに対する需要が多いため，実態が先行し，旅館業の許可

を得ていない民泊が多くみられた 66）。

一方，旅館業法については，実質的には，70年ぶりの改正といえるが，これは，特にこの法

律に関して異を唱える企業が出てこず，既成概念を変える必要性 67） が問題として認識されな

かったためといえる。政策決定過程に至る前に，様々な問題のうち，政府がその解決に取り組む

べき問題を定める「課題設定」の段階がある 68）。「望ましくない状態」が「政策問題」として認識

される過程といえるが，定期的に取り上げられている項目については課題の「設定」という観念

は成り立ちにくく，「課題設定」が意味を持つのは「新しい項目」をめぐってである 69）。民泊問題

は，上述の情報通信技術の進展や訪日外国人旅行者の増加という社会環境の変化に伴って，法制

度を越えて実態が先行した事実に，多くの利害関係者が関与しているため，まさに，「新しい項

目」として認識されたといえよう。

旅館業法についていえば，「必ずしも大幅な改正は必要ない」という意見も多数あったが，民

泊などと明確な線引きが必要という判断から「やはり改正が必要」という意見が多数を占めるよ

うになった 70） ようで，民泊という「新しい項目」が現れなかったら旅館業に関して「望ましく

ない状態」があったとしても，旅館業法の改正は，政府がその解決に取り組むべき課題には設定

されなかったのではないかと考えられる。

こうして，「望ましくない状態」が「政策問題」として認識された民泊問題については，2015

年 11月，第 1回の「民泊サービス」のあり方に関する検討会が開催された，この検討会の構成
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員には，宿泊関係者，不動産事業関係者，自治体関係者，消費者関係者のほか学識経験者などか

らなるが，これらに加え，民泊関係者，旅行業界関係者，経済団体，規制改革会議関係などから

のヒアリングも行われている。宿泊行政の所管はさまざまな官庁に属するが，厚生労働省，国土

交通省，観光庁，消防庁に加え警察庁からの出席もあった。

これらの多様な関係者はそれぞれ相反する利害関係を持っている場合がある。概ね，宿泊事業

者は競合，宿泊サービスの品質の維持の観点から反対し，住民の視点からは住環境の維持という

点が重視される。不動産関係者は，空き室の活用から推進を主張する一方不動産価値の維持から

慎重な意見もある。民泊事業関係者は，その意義を主張するものの，違法民泊については取り締

まりを求める意見もあった 71）。

このように議論が行われたが，上述のように規制改革会議が民泊を推進していくことを示して

以降この前提で議論が進む。しかし，それぞれの利害関係者の意向は変わるわけではなく，それ

をいかに調整するかで，議論されることになる。

その結果，最終報告書では，民泊を，住宅を活用した宿泊サービスの提供と位置付け，年間提

供日数上限を 180日以下とすることで，既存の事業者である宿泊施設と違い経営的観点からビジ

ネスとしての参入は難しいものとすることになった 72）。一方，「住宅」であるゆえ住居専用地域で

も実施可能とし，宿泊拒否制限規定は設けないこととした。また，旅館業法の改正についても検

討すべきであるとしたうえで，旅館とホテルを区別することの合理性が薄れてきていることや宿

泊拒否の制限規定について見直す方向で検討すべきであるとしているが 73），前者については改正

されたものの後者については残置している。

なお，住宅宿泊事業法第 18条では，条例による住宅宿泊事業の実施の制限を認め，住宅宿泊

事業等関係行政事務を処理する自治体に住宅宿泊事業法で定める 180日以下に住宅宿泊事業を実

施する期間を制限することを認めている。これは，安倍首相の施政方針演説での地方の発意によ

る地方分権 74） や地方の創意工夫 75） に矛盾しない。その結果，各地の実情に応じて，自治体にお

いて民泊政策が立てられる余地ができた。

5．まとめ

本稿では，2018年に施行された観光事業にかかわる法律の改正，制定の背景について論じて

きた。すでに論じたように，これらの法律は，訪日外国人旅行者の増加と情報通信技術の進展に

よる外部環境の変化により，変えていくことを余儀なくされた前提がある。その変化した結果に

ついては，改正，制定された法制度に表れている。しかし，そのような形に改正，制定された理

由はどこにあったのか。本稿では，改正，制定にいたる過程を検証，分析することにより，改正，

制定されたような法律になった経緯を明らかにした。

さて，前章までで考察したように，通訳案内士の業務独占の廃止，民泊の推進は，規制改革会

議の意向が大きく反映されたことがわかる。それぞれの検討会で，その前半においては，検討会

委員・構成員の各々の立場から意見が出されたが，結果として，規制改革会議の意向が示された
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以降，通訳案内士の業務独占の廃止，民泊の推進の方向性は揺るがなかった。これらは既定の路

線であったと考えてもよいかもしれない。

しかし，この方向性を望まない関係者，すなわち，特に，通訳案内士法については通訳案内士

団体，民泊については宿泊関係者の意向は，通訳案内士の業務独占の廃止，民泊の推進が前提と

したうえで，かなり取り入れられたと考える。具体的には，通訳案内士法については，通訳案内

士試験の残置，民泊については，年間提供日数を 180日以下にすることで，既存の宿泊機関との

競争力を削いだことである。また，地方自治体については，条例で制限できることとすることで，

その住民の意向が考慮できる余地をつくっている。

これらを鑑みると，規制改革会議の方針は受け入れなければならないものの，当該法制の関係

者の意向をくみ取りながら，関係省庁において，関係者間のバランスに考慮した改正，制定作業

がなされたものと考える。

最後に，残された課題として，なぜ，規制改革会議は，通訳案内士の業務独占の廃止，民泊の

推進を俎上にあげたのかという点がある。これは観光研究の範囲を超える課題であるが，それを

明らかにすることで，今回の改正，制定の背景がより明瞭になると考えている。
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